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Ⅰ 趣 旨 

   本手引きは、本県に立地する柏崎刈羽原子力発電所において原子力災害が発生した場

合に備えるため、「新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）」及び「新潟県原子力災害広

域避難計画」に基づき、原子力災害重点対策区域内の学校（※１）において原子力災害に

係る危機管理マニュアル（※２）を作成する際の基本的な考え方を整理したものです。 

各学校においては、所在する市町村の地域防災計画及び避難計画に従うとともに、本手

引きを参考にして、原子力災害に係る学校の危機管理マニュアルを作成し、各地域及び学

校の実情に応じた危機管理体制を整備してください。 
   ※１ 本手引きの「学校」は、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校及び高等専門学校をいいます。 

※２ 学校保健安全法第 29 条に規定されている「危機等発生時対処要領」と同義です。  
 

Ⅱ 原子力災害に備えて行うこと 

  各学校では、原子力災害に備え、以下のステップにより、原子力災害に係る危機管理マニ

ュアルを整備するとともに、組織体制や災害発生時の具体的な対応について、教職員、児

童生徒、保護者、市町村、地域と共通認識を持つ必要があります。 
 

ステップ１     原子力災害対応の基本的な考え方を理解する。 

          

ステップ２      原子力災害に対応するための体制を整える。    

             ・学校原子力防災委員会の設置 

         ・学校原子力災害対策本部の整備 

・緊急時連絡一覧の作成 

 

ステップ３      原子力災害時の対応を確認する。 

            ・災害発生時の対応及び避難計画概要図の作成  

           ・緊急時引き渡しカードの作成 

 

ステップ４      学校施設、備品類を確認する。 

 

  ステップ５      児童生徒の心のケアについて理解する。 

 

   ステップ６      避難訓練を計画的に実施する。 
 

  様式１～４を作成し、本手引きと共にまとめたものが、「原子力災害に係る危

機管理マニュアル」となります。 

なお、作成に当たっては、学校が所在する市町村の避難計画等を確認すると

ともに、市町村防災担当課のアドバイスを受けるなどして、地域及び学校の実

情に応じたマニュアルを作成するようにしてください。（※３、※４） 
  ※３ 参考資料として、学校が所在する市町村の地域防災計画及び原子力災害に係る

避難計画等をマニュアルに添付してください。 

※４ 自然災害にかかる危機管理マニュアルにおいて様式１～４を作成している場合

は、原子力災害にも活用可能か改めて点検し、必要に応じて修正の上、活用して

ください。 

様式１ 

様式２ 

 

 様式３ 

様式４ 
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Ⅲ 原子力災害対応について 

１ 原子力災害対策重点区域 

   県地域防災計画では、以下の２区域を原子力災害対策重点 

区域としています。 

それぞれの区域によって災害発生時の基本行動が異なるため、 

学校が所在する区域を確認し、それに応じて対応する必要が 

あります。 

 区 分 該当する区域 内   容 

 
即時避難区域 
（ＰＡＺ） 

柏崎市の一部 

刈羽村 

・緊急事態区分（ＥＡＬ）に応じて、直ちに避

難を実施するなど、放射性物質の放出前に予

防的防護措置（避難等）を準備する区域 

・原子力発電所から、半径概ね５㎞圏 

 
避難準備区域 
（ＵＰＺ） 

柏崎市の一部（ＰＡＺを除く区域）、長岡市

の一部、小千谷市、十日町市の

一部、見附市、燕市の一部、上

越市の一部、出雲崎町 

・緊急事態区分（ＥＡＬ）や空間放射線量等に

応じて、避難、屋内退避、安定ヨウ素剤の服

用等を準備する区域 

・原子力発電所から、半径概ね５～30㎞圏 

 

２ 防護措置の実施基準 

   原子力規制委員会は、事故や原子力災害の状況に応じ段階的な対応ができるよう、次

のような基準を定めています。この基準を基に、住民が実施すべき防護措置について国が

判断し、県、市町村災害対策本部が指示等を行います。 
 

(1) 緊急事態区分（ＥＡＬ） ※発電所の状況を表す区分 
   
  ①「警戒事態（ＥＡＬ１）」 

住民への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、原子力発電所に
おいて事故等の異常事象の発生又はそのおそれがあるため、国、県、市などの防災関係
機関が情報収集や防護措置実施準備のための災害体制を敷く段階。住民等に対して注
意喚起のための情報提供を行う。 

例：原子炉容器内に照射済燃料集合体がある場合で、原子炉の停止中に、当該原子炉容器内
の水位が水位低設定値まで低下した。    

  ②「施設敷地緊急事態（ＥＡＬ２）」 

    原子力発電所で住民に放射線による影響をもたらす可能性のある事故等が生じたた
め、ＰＡＺにおいて緊急時に備えた避難等の防護措置の準備を開始する必要がある段階。  

例：原子炉の運転中に全ての給水機能が喪失した場合において、高圧の非常用炉心冷却装
置による注水が直ちにできない。      

③「全面緊急事態（ＥＡＬ３）」 

    原子力発電所において住民に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が
生じた事態であり、ＰＡＺの住民は速やかに避難を実施する段階。また、ＵＰＺ
の住民は、屋内退避を実施しながら避難準備を行う。ただし、原子力発電所の状
況やＰＡＺの避難状況を踏まえ、予防的避難を行うことも検討する。 

例：原子炉の非常停止が必要な場合において、制御棒の挿入によって原子炉を停止できな
いこと又は停止が確認できない。 
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（2) 放射性物質放出後の防護措置を判断するための基準（ＯＩＬ） 
    

① ＯＩＬ２ 
    地上１ｍで計測した場合の空間放射線量が 20μＳｖ/ｈ（マイクロシーベルト時）以上

→１日以内に該当区域を特定し、１週間程度内に一時移転を実施する。 
 
② ＯＩＬ１ 

    地上１ｍで計測した場合の空間放射線量が 500μＳｖ/ｈ（マイクロシーベルト時）以上
→数時間以内に該当区域を特定し避難等を実施する。 

    
 
  (3) 事態の進展と各市町村避難計画における学校の対応等 

   (1)、(2)の基準をもとに発せられる市町村災害対策本部からの指示等に従い、保護者

への児童生徒の引渡し、屋内退避等を実施します。 

     なお、各市町村の避難計画によって、児童生徒の保護者への引渡しのタイミン

グ等が異なるので、防災担当課と調整し、対応をあらかじめ整理しておく必要が

あります。 

  

 【学校等の対応の概要】 

 

 

ＰＡＺ ＵＰＺ 

住 民 児童生徒 住 民 児童生徒（在校の場合） 

警戒事態 

（ＥＡＬ１） 

（情報に注意

し速やかに帰

宅） 

保護者に児童生徒の

迎えを要請し、引き

渡す。 

（情報に注意し

速やかに帰宅） 

（柏崎市：保護者引き渡し） 

 

施設敷地緊

急事態 

（ＥＡＬ２） 

避難準備 残った児童生徒

は教職員引率の

もと避難実施 

屋内退避 

準備 

保護者への引き渡しなどによ

り帰宅させる。 
 
※柏崎市：屋内退避実施  
 
※柏崎市以外：次ページ参照 
 

全面緊急 

事態 

(ＥＡＬ３) 

避難 避難継続 屋内退避 （各市町：上の措置を継続） 

放射性物質

放出後 

(ＯＩＬ２ 

又は１) 

避難継続 避難継続 OIL2地域 

１週間程度

内に一時移

転 

OIL1地域 

避難 

 

教職員引率のもと避難 

 

事 

態 
の 

進 

展 

区域 

区分 
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参考 各市町村の避難計画における学校の対応(抜粋、H31.1 時点、UPZ 内) 

   （※詳細は、各市町村の避難計画を参照してください。なお、燕市は記載なし。） 
 
柏崎市 「原子力災害に備えた柏崎市広避難計画」（平成 27 年 12 月）※改正予定あり 

第４章 住民等の避難体制 ３ 住民等の行動 表 4－2 避難準備区域（UPZ）における防
護措置の流れ 

 警戒事態（EAL１）○保護者への引き渡し ○迎えに来るまで児童生徒を保護 
 施設敷地緊急事態（EAL２） ○施設での屋内退避を実施（・保護者の迎えは継続する。 
 ・保護者に引き渡せなかった子どもは、教職員とともに屋内退避を実施する。） 

   
 長岡市 「長岡市原子力災害に備えた避難計画」（平成 27 年 12 月） 
  第６章 要配慮者の避難体制   ２ 子どもたちへの対応（表形式） 
   ＥＡＬ２（屋内退避準備指示）小・中・総合支援学校 

＜登校前＞原則として休校とする。保護者に災害情報提供して、自宅で待機するよう連
絡する。 

   ＜在校中＞①屋外にいる児童生徒を校舎内に退避させる。 
        ②教育活動を中止して児童生徒を帰宅させる。 
        ・小学生は保護者に連絡して迎えを要請する。保護者が迎えにくるまでは、

小学生は校舎内で待機する。 
        ・中学生は、自宅で待機するよう指導した上で帰宅させる。 
 
 小千谷市 「原子力災害に備えた小千谷市広域避難計画（VER.1）」（平成 28 年 1 月） 
  第５章 要配慮者の避難体制 ２ 園児、児童、生徒への対応 
  (2) 施設敷地緊急事態発生時 
   ①学校等から保護者に引き取り依頼の連絡をする。あるいは集団下校をさせる。 
 
 十日町市 「原子力災害に備えた避難計画」（平成 28 年 3 月） 
  第４章 要配慮者の避難 第６節 園児、児童、生徒の対応 
   保育園、幼稚園、学校等は、市等からの指示・情報に基づき、園児、児童、生徒、教職

員等の安全を図るとともに、学校等施設の管理者により、あらかじめ定められたルールに
基づき、生徒等を保護者に引き渡す。 

   
 見附市 「見附市原子力災害に備えた屋内退避・避難計画」（平成 28 年 3 月 23 日） 
  第６章 要配慮者の避難体制 第２節 園児、児童、生徒への対応 
  (1) 屋内退避準備情報が発生された場合の対応 
   ・保護者等に迎えを要請し、あるいは下校させるなど、確実に保護者への引き渡しが可

能な方法で帰宅させる。 
   ・保護者に連絡がつかない、又は保護者等が迎えに来られない生徒等については、迎え

が来るまでの間、学校で預かる。 
 

上越市 「原子力災害に備えた屋内退避・避難計画（初版）」（平成 27 年 9 月） 
  第５章 要配慮者等への避難体制 ２ 園児、児童、生徒への対応 
   (1)屋内退避準備情報が発表された場合の対応 
    ・保護者等に迎えを要請し、あるいは下校させるなど、確実に保護者への引き渡しが

可能な方法で帰宅させる 
    ・保護者に連絡がつかない、又は保護者等が迎えに来られない生徒等については、迎

えが来るまでの感、学校等で預かる。 
 

出雲崎町 「出雲崎町原子力災害に備えた屋内退避・避難計画」（平成 27 年 12 月） 
  第５章 要配慮者への避難体制 ２子どもたちへの対応（図表形式） 
  施設敷地緊急事態 EAL２ 
   登校前 原則休校 
   在校中 小学校 校舎に屋内避難させ、保護者に連絡して引き渡す   
       中学校 校舎に退避させ、保護者に連絡した上で、自宅待機を指導して帰宅さ

せる。自宅に生徒しかいなくなることが想定される場合、町指定避難所
で屋内退避を実施して、保護者に引き渡す。 
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Ⅳ  事前の準備 

 １ 学校原子力防災委員会                       

  校長は、校長、副校長、教頭、事務長等を構成員とする学校原子防災委員会を設置

し、原子力災害に係る危機管理マニュアルの作成や関係機関との事前調整、避難訓練計

画の作成、教職員の原子力防災に対する知識の向上等を行います。   

 

 ２ 学校原子力災害対策本部            

   校長は、原子力災害が発生した際に慌てず、迅速かつ的確に事態に対処するため、下

表のような学校原子力災対策本部を組織します。 

   

 学校原子力災害対策本部の各担当の役割  

担 当 災害に備えての役割 災害時の役割 

本部長 
（校長） 

・全教職員の役割分担を明確にす
る。 

・保護者、関係者に対し、原子力
災害時における学校の対応策
や避難場所について周知徹底
を図る。 

・学校原子力災害対策本部を設置し、市町村等からの指
示に従い、的確に対応するよう各教職員を指揮する。 

・市町村教育委員会（県立学校は県教育委員会）に、随
時状況を報告する。 

副本部長 
(副校長、
教頭) 

 ※ 

・全教職員に対して、災害に備
え、原子力防災について共通
理解を図るとともに、周知徹
底を図る。 

・本部長を補佐し、各担当と連絡調整を行う。 
・各担当からの情報を的確に把握し本部長に報告する。 
・関係機関や報道機関対応の窓口となる。 

情報連絡 
担当 

・情報を迅速かつ的確に伝達でき
連絡網を作成する。 
 

・児童生徒の避難状況等に関する保護者からの問い合わ
せ窓口となる。 
・避難場所の見回り等を行い、避難状況、退避状況を把

握し、副本部長に報告する。 
・避難している児童生徒に必要な情報を提供する。 

避難誘導 
担当 

 

屋内退避等 
・担任等の指揮の下、教室等に退

避させるものとし、安全かつ迅
速に退避するための経路を児
童生徒等に周知する。 

避難 
・市町村が手配する車両に児童生

徒が安全に乗車できるための
場所の設定と乗車場所までの
経路を作成し周知する。 

・保護者に引渡しを行う場所を決
定する。 

屋内退避等 
・教室内へ安全かつ速やかに退避させ、全ての窓やカー

テンを閉め、換気扇を止め、児童生徒に状況の説明を
し、次の指示が出るまで、教室内等で待機させる。 

・退避が完了した時は、速やかに副本部長に報告する。 
避難 
・児童生徒を教室内に安全かつ速やかに退避させるとと
もに、状況の説明をし、避難経由所等に向かうため、
手配された車両に順序よく乗車させる。 

・避難が完了した時は、速やかに副本部長に報告する。 

救護・衛
生担当 

・救急用品の確保及び救護体制を
整備する。 

 

屋内退避等 
・緊急的な医療行為の必要が生じた場合は、直ちに市町
村災害対策本部と連携をし、その指示を受ける。 
避難 
・避難所に設置される救護所との連携・協力を図り、児

童生徒及び教職員に対する的確な救護と応急的な措
置及び健康観察を行う。 

物資担当 
・搬入される物資の保管場所をあ

らかじめ確認しておく。 
・市町村災害対策本部との連携のもと、必要な物資の確

保、適切な配給を行う。 

※学校規模等により、副本部長をサポートする「総括担当」を設置する。 
 

様式１ 
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３ 緊急時連絡先一覧                                  

   また、所在市町村等の協力を得て、原子力災害に備えた緊急時おける情報伝達の手段

及び方法、伝達事項を確認するとともに、あらかじめ緊急時連絡先一覧を作成しておきま

す。 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式２ 
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Ⅴ 災害発生時の対応の概要             

 各学校においては、所在する市町村の地域防災計画及び避難計画等を踏まえて、以下の

ような避難計画の概要図を作成し、災害発生時に迅速かつ的確に対応できるようにしてくださ

い。 

 

 災害発生時の対応および避難計画概要図    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

指示 指示 

次ページに

続く 

○ 学校は、県教育委員会又は市町村教育員会を通じ、災

害対策本部からの指示に従って行動します。また、適宜

対応を教育委員会に状況を報告します。 

○ 災害の状況、地理的条件、風向き・気象状況などに応

じて、児童生徒及び教職員等の安全が確保できるよう、

臨機応変に対応することが必要です。 

様式３ 

警戒事態発生 

１ページ目 

各市町村では 

 報道機関（テレビ・ラジオ等） 

 緊急速報メール（エリアメール） 

 インターネット 

 防災行政無線 

 広報車 

などで広報する。 

国・県・市へ通報連絡 

原子力事業者 

新潟県災害対策

本部 

市町村災害対策

本部 

屋内退避準備指示、屋内退避指示、 

避難指示等 

＜自然災害との複合災害の場合＞ 

当該災害に係る危機管理マニュア

ル（地震、津波編）などにより行

動開始 

原子力災害対策本部 

（首相官邸・原子力規制庁） 

＜県立学校＞ 

県教育委員会 

報告 

学校原子力災害対策本部 

報告 

＜市町村立学校＞ 

市町村教育委員会 

連

携 
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◆○○○学校の避難経由所◆ 

名 称：○○○ 

住 所：○○○   

電話番号：○○○  

ルート：県道１２３→国道１２３→県道３４５ 

市町村が手配したバス等で移動 

≪屋内退避準備指示≫ 

≪屋内退避指示≫ 

警
戒
事
態
（
Ｅ
Ａ
Ｌ
１
） 

全
面
緊
急
事
態
（
Ｅ
Ａ
Ｌ
３
） 

施
設
敷
地
緊
急
事

態
（
Ｅ
Ａ
Ｌ
２
） 

正確な情報の入手 

≪避難指示≫ 

避難経由所での 

対応 

□避難する旨、保護者に連絡する。 
 
□学校にいる児童生徒と共に、市町村が手配したバ
スにより、指定された避難経由所等へ避難する。 
 
□移動時は、マスクやハンカチ等で口をふさぐとも
に、できる限り露出を少なくする。 

□避難経由所に迎えに来た保護者に、児童生徒を引き

渡す。 

・各市町村の避難計画、災害本部からの指示、災害の状況
等により、帰宅させる方法、タイミングを判断することが
必要です。 

２ページ目 

□学校は休校とする。 
 
□登校中の児童生徒は、原則として登校させる。 
 
□児童生徒は、速やかに教室に退避させ、うがい、
手洗い等をさせる。 
 
□教室等の全ての窓やカーテン、ドアを閉める。換
気扇等を閉める。 
 
□児童生徒の出欠等を把握し、学校本部に報告。 
 
□学校の対応について保護者に連絡する。 
 
□保護者への引渡し、集団下校等により帰宅させる。 
                     

・市町村本部、防災行政無線、報道機関等から情報を収集 
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Ⅵ 災害発生時の学校の対応 

原子力災害が発生したら、県、市町村の災害対策本部は、国の原子力災害対策本部の指

示内容に従い、各学校に屋内退避指示等を出します。学校は、速やかに校長を本部長とする

原子力災害対策本部を設置するとともに、以下のとおり行動してください。 

 

１ 屋内退避準備指示が発せられた場合（施設敷地緊急事態） 

  （警戒事態になった場合、屋内退避指示（全面緊急事態）が発せられた場合も、

災害対策本部等と連携の上、以下に準じた対応を検討します。） 

 教職員等の動き 

 

 

登 

校 

前

、

登

校 

中 

【自宅出発前】 

①学校は休校とし、登校させないよう保護者に連絡。 

【登校途中】 

①登校途中の児童生徒は、原則として登校させる。 

②自宅に近く、かつ保護者が在宅している場合は帰宅させる。（帰宅状況を確認。） 

 （以降は登校後～放課後参照） 

 ※児童生徒に対し、これら災害発生時の対応を、事前に指導しておく必要があります。 

 

【スクールバスの場合】🚌 

①学校本部は運転手に対応を指示する。 

→既に乗車している児童生徒は登校させる。 

→乗車前の児童生徒についても、原則として登校させる。 

（保護者が在宅しているなど安全に帰宅できる場合には）帰宅させる。 

 

 

登

校

～

放

課

後 

①児童生徒を、速やかに教室に退避させ、うがい・手洗い等をさせる。 

②教室等の全ての窓やカーテン、ドアを閉め、換気扇等を止める。 

③出欠、所在の把握、健康観察を行い、結果を副本部長に報告。 

（特に低学年の児童などは、体調や気持ちの変化に配慮する。） 

④学校の対応を、保護者に連絡網又はメール配信で連絡。 

⑤保護者引渡し又は集団下校、自主帰宅等により帰宅させる。 

※各市町村の避難計画及び各市町村の災害対策本部の指示に基づき、児童生徒の個別の家

庭の状況や交通状況等を踏まえ、安全かつ確実な方法で帰宅させる必要があります。 

 ※帰宅させる方法としては、保護者への引渡しを原則とします。 

なお、高等学校については、災害の状況、交通状況等を総合的に判断し、安全かつ確

実に帰宅できると考えられる生徒について、自主帰宅させる場合もあり得る。 

⑥帰宅できない児童生徒は学校で待機させる。 

⑦自主帰宅させた児童生徒については、その旨を保護者に連絡する。 
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 教職員等の動き 

校 

外 

活 

動 

中 

①学校本部は、早急に引率している教職員と連絡をとる。 

【原子力発電所の近くで活動していた場合】 

②児童生徒と速やかに学校に戻るよう指示する。 

【ＵＰＺ外で活動していた場合】 

②屋外での実習中等の場合について、災害情報を確認次第、避難の準備を始め、現地

の安全な建物に留まり、学校と随時連絡を取り合い、指示に従って学校に戻る。 

休

日 

等 

①その場にいる教職員で協力し、児童生徒の安全を確保するとともに、副本部長に連

絡し、指示を仰ぐ。 

【校内で活動中】 

②「登校～放課後」と同様の対応をする。 

【校外で活動】 

②「校外活動中」と同様の対応をする。 

 

２ 避難指示等が発せられた場合（OIL２又は OIL1 に該当） 

 教職員等の動き 

校

内

で

屋

内

退

避

中 

①児童生徒を把握し、健康観察を行い、結果を随時学校本部に報告。 

②学校の対応（避難→避難経由所にて保護者への引き渡し）について、保護者にメー

ル配信又は連絡網で連絡する。 

③市町村災害対策本部が準備したバス等により、避難を開始する。 

④移動時は、マスクやハンカチで口をふさぐとともに、できる限り露出を少なくする。 

⑤避難経由所等に到着後、児童生徒の健康観察を行い、副本部長に報告。 

⑥保護者に連絡し、児童生徒を保護者に引き渡す。 

○ 学校に児童生徒がいる間に安定ヨウ素剤の服用の指示があった場合、指示に従います。 

 

※上記１、２は、ＵＰＺ内の対応です。ＰＡＺ内の学校においては、警戒事態、避難準

備指示（施設敷地緊急事態）で上記１の対応となり、避難指示（全面緊急事態）で上記

２の対応となります。 

  

３ ＵＰＺ内からＵＰＺ外の学校へ通学している児童生徒への対応 

                                  

                                 

                                

                          

 

 

 

 

【災害発生時】 

①災害発生状況を把握し、児童生

徒が不安がらないよう、適切に

伝える。 

②保護者に連絡し、避難所連絡所

や安全な地域の親戚等へ連れて

いくよう依頼する。 

③保護者と連絡が取れない場合

は、学校で待機させる。 

④今後の対応について、教育委員

会と協議する。 

事故現場

即時避難区域（PAZ）

 避難準備区域（UPZ）

対象区域外

学校

⾃宅

⾃宅

該当する児童生徒がいる場合、該当者の名簿を作成

し、指定されている避難経由所や保護者連絡先をま

とめておく。 
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４ 状況に応じた原子力災害への対応（複合災害の場合） 

   まずは、児童生徒及び教職員の安全を確保するため、危機管理マニュアル等に従い、自

然災害対策に準じた対応を行ってください。自然災害による身の安全が確保された段階で、

市町村本部は原子力発電所の事故状況等に応じ、緊急事態区分にあわせた指示を出しま

す。 
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Ⅶ 児童生徒の保護者への引き渡し 
   児童生徒を円滑に保護者等に引き渡すために、あらかじめ「緊急時引き渡しカード」を作成

し、下図のような流れで児童生徒を円滑に引き渡します。 

  なお、「緊急時引き渡しカード」は２部作成し、１部は学校で保管し、１部は保護者に渡して

ください。保護者は必要に応じてカードをコピーし、他の引受人に渡すとともに、引き渡し時に

提示できるよう常に携帯を心掛けます。 

（既存の危機管理マニュアルでカードを作成している場合は、それを活用してください。）    

  

 

  

③保護者への連絡 

⑨引渡し状況の集約 避難先での

引渡し 

②緊急時引き渡しカードの保管 

④緊急時引き渡しカードによる照合 

⑤児童生徒の避難先（予定）の確認 

⑥学校の連絡先の伝達 

⑩教育委員会に報告 

⑦引き渡して名簿にチェック 学校に残った児童

生徒 

①緊急時引き渡しカードの作成 

⑧副本部長（総括担当）に報告 

避難指示が

あった場合 

様式４ 

事
前
準
備

緊
急
連
絡

引
き
渡
し
の
実
施

事
後
対
応

避難 
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Ⅷ 学校施設の点検及び災害用物品の整備等 

  屋内退避時や避難時等に児童生徒が安全かつ迅速に移動できるよう、避難経路に障

害物がないか、日常的に点検しておく必要があります。 

また、学校原子力災害対策本部の各担当は、災害発生時に必要な物品について、その

整備と定期的な点検（避難訓練時などに実施）を行ってください。 

  

原子力災害時に必要な物品（例） 

担 当 主な物品 

情報連絡担当 トランシーバー、ハンドマイク、携帯ラジオ、児童生徒の

名簿 など 

避難誘導担当 ホイッスル、ハンドマイク、マスク、ビニール袋、懐中電

灯、児童生徒の名簿 など 

救護・衛生担当 救急箱、健康観察カード、毛布 など 
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災害経過 終息 終息後

恐怖・不安からくる情緒不安定などの発現
（どの時点で発現するかは、個々の児童等により異なる。）

恐怖⼼、不安感の除去のための語りかけ、呼びかけ  相談活動の実施

⼼のサインの発⾒  → 早期対応、治療（組織的対応が必要）

災
害
経
過

児
童
⽣
徒
等

教
職
員
等
の
対
応

原⼦⼒災害

体験、伝聞
⼼の問題の

発現

⼼の安定の確保 発現した児童⽣徒への
適切な対応

健
康
観
察

(

学
級
担
任
︑
養
護
教
諭
等

)

教職員による⽀援

学校医・スクールカウンセラー等との連携による⽀援

専⾨機関との連携による⽀援

学
校
保
健
委
員
会

Ⅸ 原子力災害における心のケア 

１ 児童生徒の心のケアの必要性 
  原子力災害が発生し、それに伴って児童生徒が様々なことを体験すると、その後、心身に

何らかの影響を受けることが考えられます。 

   表面的には何事もなかったかのように見えても、内面では恐怖や不安を感じ、情緒不安定

等、心の健康問題が発生し、それが生活の中でいろいろな形となって現れることがあります。 

 そのため、原子力災害の経過に伴い、児童生徒の健康問題解決のために、教職員等によ

る組織的な対応が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 児童生徒の心のケアの連携体制 
  学校は、児童生徒の発達の段階や、時間的な経過を踏まえた対応方針を策定し、教職員

等がそれぞれの役割を果たし、更に、校内の関係組織が密接なつながりを作り機能させてい

く必要があります。学級担任は、専門的立場である養護教諭と連携を密にして、学級に関わ

る心身の健康実態の把握し、対応を行います。 

   健康実態の把握の結果、何らかの対応が必要であると考えられる場合、学校保健委員会

等を中心として、心のケア体制を整備し、学校全体で対応することが重要です。また、必要に

応じて、学校医や校外の専門機関等と連携を図ることも必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護者 



- 15 -

 ３ 学級担任等における学級への対応 

  ① 学級全体の児童生徒への対応 

     ・事故の正確な情報や知識を伝えます。   

     ・自然に話し出せるような、温かい雰囲気づくりに配慮します。 

     ・いつでも話を聞くことができるように心がける。話しかけるより、できるだけ耳を傾けるよ

うにし、聞き役になるよう努めます。 

     ・不安な状態の児童生徒には、風評に惑わされないよう声を掛け、安心させるよう努め

ます。 

     ・将来に向けて希望が持てるように、継続的に話をします。 

     ・家族の中に事故関係者等がいる児童生徒や事故による身体的・精神的後遺症が原

因でいじめ等が起こらないように細心の注意を払います。 

     ・健康状態に注意しつつ、狭い場所でも運動や体操、遊び、レクリエーション、歌を歌っ

たりするなど、少しでも身体を動かすことなどに夢中になる機会を増やし、気分転換等

に努めます。 

      

  ② 個別の児童生徒への対応 

     ・健康観察に十分時間をかけ、注意深く、健康状態や悩み・心配ごと、家庭状況等に

ついて、できる範囲で見たり聞いたりします。 

     ・優しい言葉がけを増やし、安心させるようにする。話しかけてくる児童生徒は、受け入

れて、よく聞きます。 

     ・「がんばれ」とむやみに激励せずに、「～したらどうかな」と一緒に考えるようにします。 

   

  ③教職員の連携・協力 

     ・不安定な行動を見せるようになった児童生徒には、全職員で共通理解を図り、指導・

支援に当たるようにします。 

     ・継続的な支援が必要な児童生徒については、学校保健委員会等を中心に心のケア

体制を整備します。 

     ・スクールカウンセラー、担任、養護教諭と連携を図り、不安等を持つ児童生徒に安心

感を与えるようにします。 

 

  ④保護者との連携・協力 

     ・必要に応じて、保護者と話し合い、依頼があった場合などには、専門機関を紹介しま

す。 

     ・保護者には、保護者会等を活用し、正確な情報を提供するようにし、風評等に惑わさ

れないようにします。 

     ・避難所等で生活する児童生徒と、自宅で生活する児童生徒が、互いに助け合い、協

力して生活できるように保護者に協力を依頼します。 
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Ⅹ 避難訓練の計画的実施等 
 各学校では、原子力災害を想定した避難訓練を計画的に実施し、学校原子力災害対策

本部の役割に応じた行動を各担当教職員が的確に行うことができるようにしておくととも

に、児童生徒が慌てず安全に屋内退避や避難を行うことができるようにしておかなければ

なりません。 

その際、災害発生時の連絡体制、児童生徒の保護者への引き渡し体制、避難経由所

への移動体制などを確認するため、関係機関、保護者、地域住民と連携した訓練とするこ

とが重要です。 

 

    あわせて、新潟県防災教育プログラム（原子力災害編）等を活用し、災害への対応に関

する知識を習得するともに、教育活動全体を通じて全体の中で、児童生徒が状況に応じ

て的確に判断し、安全に行動するための行動力を身に付けさせる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  新潟県原子力防災プログラム【原子力災害編】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  小学生のための放射線副読本     中学生・高校生のための放射線副読本 
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＜参考＞ 

放射線に関する基礎知識（中学生・高校生のための放射線副読本より） 
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